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週間 3ヵ月 6ヵ月 1年 23年末比

米ドル・インデックス 104.45 ▲ 0.8 0.2 0.5 1.5 3.1
米ドル 155.65 ▲ 0.1 3.6 4.0 13.1 10.4

カナダ・ドル 114.31 0.3 2.6 4.8 11.7 7.5
ユーロ 169.17 0.8 4.5 3.6 13.3 8.6
英ポンド 197.71 1.3 4.5 6.0 15.0 10.1

スイス・フラン 171.19 ▲ 0.4 0.4 1.3 11.7 2.1
スウェーデン・クローナ 14.53 1.2 1.1 2.2 10.3 3.9
アイスランド・クローネ 1.126 0.8 3.4 5.4 14.3 8.5
ノルウェー・クローネ 14.56 1.4 1.8 5.2 13.9 5.1
デンマーク・クローネ 22.67 0.8 4.4 3.6 13.2 8.6

中国人民元 21.55 ▲ 0.1 3.2 3.9 9.6 8.4
香港ドル 19.95 0.1 3.9 4.0 13.5 10.5
台湾ドル 4.83 0.5 0.9 2.6 8.8 4.8

韓国ウォン(100ウォン当たり) 11.49 0.9 2.1 ▲ 0.4 11.6 5.3
シンガポール・ドル 115.71 0.6 3.7 3.9 12.8 8.3
マレーシア・リンギ 33.25 1.2 5.7 4.0 9.9 7.6

タイ・バーツ 4.31 1.8 3.4 1.2 7.3 5.1
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ･ﾙﾋﾟｱ(100ルピア当たり) 0.976 0.5 1.5 1.0 5.4 6.6

フィリピン・ペソ 2.70 ▲ 0.3 0.7 0.1 10.9 5.9
ﾍﾞﾄﾅﾑ･ﾄﾞﾝ(100ドン当たり) 0.611 ▲ 0.2 ▲ 0.2 ▲ 0.9 4.1 4.6

インド・ルピー 1.87 0.0 3.1 3.9 11.8 9.7
オーストラリア・ドル 104.20 1.3 6.2 6.9 13.6 8.5

ニュージーランド・ドル 95.49 1.8 3.8 6.6 11.0 7.1
ブラジル・レアル 30.49 0.8 0.8 ▲ 0.0 9.3 4.9
メキシコ・ペソ 9.37 0.9 6.4 7.9 19.7 12.8

ｺﾛﾝﾋﾞｱ･ﾍﾟｿ(100ペソ当たり) 4.07 1.5 5.8 11.2 32.7 11.8
チリ・ペソ(100ペソ当たり) 17.47 3.9 13.0 3.8 0.7 9.1
ペルー・ヌエボ・ソル 41.64 ▲ 0.7 5.9 4.7 11.7 9.4

ロシア・ルーブル 1.71 1.8 5.2 2.3 ▲ 0.3 8.6
ポーランド・ズロチ 39.71 1.8 6.5 6.7 20.3 10.8

ﾊﾝｶﾞﾘｰ･ﾌｫﾘﾝﾄ(100ﾌｫﾘﾝﾄ当たり) 43.70 1.0 5.1 1.5 8.2 7.6
ルーマニア・レイ 34.00 0.8 4.5 3.5 13.0 8.7

トルコ・リラ 4.83 0.1 ▲ 0.9 ▲ 7.4 ▲ 30.6 0.8
南アフリカ・ランド 8.58 1.6 7.9 5.3 19.9 11.4
エジプト・ポンド 3.32 1.0 ▲ 27.3 ▲ 31.5 ▲ 25.5 ▲ 27.3
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日本国債　注5 330.31 ▲ 0.5 ▲ 2.5 ▲ 2.4 ▲ 6.8 ▲ 3.3
先進国(除く日本)国債　注6 974.93 0.9 0.9 3.0 1.6 ▲ 2.0

新興国債券　注7 777.70 0.8 4.2 10.9 12.2 2.7
日本国債2年物 0.337 0.020 0.191 0.293 0.393 0.284
日本国債10年物 0.949 0.037 0.214 0.193 0.579 0.335
日本国債20年物 1.758 0.060 0.237 0.282 0.782 0.369
日本国債30年物 2.057 0.062 0.262 0.372 0.842 0.424

米国債2年物 4.826 -0.041 0.183 -0.061 0.669 0.575
米国債10年物 4.422 -0.075 0.141 -0.014 0.855 0.542
ドイツ国債2年物 2.986 0.019 0.170 0.022 0.285 0.582
ドイツ国債10年物 2.515 -0.002 0.113 -0.073 0.179 0.491

イタリア国債10年物 3.814 -0.043 -0.071 -0.544 -0.369 0.114
スペイン国債10年物 3.272 -0.039 -0.030 -0.325 -0.122 0.279
東証REIT(配当込み) 4,435.34 ▲ 0.3 6.3 0.3 ▲ 0.2 1.2

664.55 2.3 2.6 10.7 9.1 ▲ 1.4
794.27 2.0 6.1 15.1 23.4 8.7

香港REIT　注9 524.25 3.4 ▲ 4.1 ▲ 6.0 ▲ 23.6 ▲ 16.1
オーストラリアREIT　注9 1,174.49 1.3 5.3 23.9 23.2 11.9
北海ブレント原油先物 83.98 1.4 0.6 4.2 9.1 9.0

WTI原油先物 80.06 2.3 1.1 5.5 9.9 11.7
ニューヨーク金先物 2,417.40 1.8 19.4 20.6 20.6 16.7

CRB指数 293.75 1.5 7.8 7.4 12.0 11.3
シンガポール鉄鉱石先物 117.39 1.2 ▲ 10.6 ▲ 8.7 8.6 ▲ 16.2
S&P MLPﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ指数 8,471.74 0.2 7.5 14.7 33.7 14.7
S&P BDCﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ指数 405.92 ▲ 0.4 7.1 14.7 32.7 9.5

ビットコイン 66,926.64 10.6 29.2 83.8 144.8 57.4
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週間 3ヵ月 6ヵ月 1年 23年末比

ブラジル　ボベスパ 128,150.71 0.4 ▲ 0.4 2.7 17.1 ▲ 4.5
メキシコ　IPC 57,583.08 ▲ 0.2 0.8 9.3 4.6 0.3

ロシア　RTS(米ドル建て) 1,211.87 2.9 9.4 8.0 16.6 11.8
トルコ イスタンブール100 10,643.58 4.2 15.1 35.5 128.3 42.5

南ｱﾌﾘｶ FTSE/JSEｱﾌﾘｶ全株 79,530.63 1.4 8.0 7.6 1.5 3.4
エジプト　EGX30 26,142.84 0.5 ▲ 9.6 7.2 55.2 5.0
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世界株価 注1 427.34 1.7 6.6 16.9 24.0 10.1
先進国株価 注2 10,905.16 1.6 6.3 17.3 25.0 10.3

先進国(除く日本)株価 注3 12,576.20 1.6 6.6 17.6 25.5 10.5
新興国株価　注4 578.23 2.7 9.0 13.9 15.8 8.3
日経平均株価 38,787.38 1.5 0.8 15.5 28.9 15.9

JPX日経インデックス400 25,062.50 0.8 5.5 16.1 30.2 17.2
TOPIX (東証株価指数) 2,745.62 0.6 4.6 14.8 28.7 16.0
東証プライム市場指数 1,413.17 0.6 4.6 14.8 28.7 16.1

東証スタンダード市場指数 1,238.50 ▲ 0.9 0.9 9.0 15.5 5.9
東証グロース市場指数 810.95 ▲ 2.6 ▲ 13.7 ▲ 8.2 ▲ 14.6 ▲ 9.0

NYﾀﾞｳ 工業株30種 40,003.59 1.2 3.6 14.5 19.7 6.1
S&P 500種 5,303.27 1.5 5.9 17.5 27.5 11.2

ナスダック総合 16,685.97 2.1 5.8 18.1 33.5 11.2
ナスダック100 18,546.23 2.1 4.9 17.1 36.5 10.2

ﾌｨﾗﾃﾞﾙﾌｨｱ半導体 4,983.03 3.6 10.1 32.9 59.5 19.3
欧州　ｽﾄｯｸｽ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ600 522.94 0.4 6.4 14.7 12.7 9.2

英国　FTSE100 8,420.26 ▲ 0.2 9.2 12.2 9.0 8.9
ユーロ圏　ユーロ・ストックス 524.82 0.1 7.0 15.5 14.9 10.7

ドイツ　DAX 18,704.42 ▲ 0.4 9.3 17.5 17.3 11.7
中国　CSI300 3,677.97 0.3 9.3 3.1 ▲ 7.1 7.2
中国　上海A株 3,306.20 ▲ 0.0 10.1 3.2 ▲ 4.0 6.0
中国　深圳A株 1,867.69 0.1 13.2 ▲ 7.2 ▲ 11.9 ▲ 2.9
中国　創業板 1,864.94 ▲ 0.7 8.0 ▲ 6.1 ▲ 18.7 ▲ 1.4
香港　ハンセン 19,553.61 3.1 19.7 12.0 ▲ 0.0 14.7

台湾　加権 21,258.47 2.7 14.2 23.5 33.5 18.6
韓国　KOSPI 2,724.62 ▲ 0.1 2.9 10.3 9.2 2.6

シンガポール　ST 3,313.48 0.7 2.8 6.0 4.4 2.3
タイ　SET 1,382.68 0.8 ▲ 0.3 ▲ 2.3 ▲ 9.2 ▲ 2.3

インドネシア　ｼﾞｬｶﾙﾀ総合 7,317.24 3.2 ▲ 0.2 4.9 9.8 0.6
フィリピン　総合 6,618.69 1.6 ▲ 3.7 6.5 ▲ 0.2 2.6
ベトナム　VN 1,273.11 2.3 5.2 15.6 20.1 12.7

インド　SENSEX 73,917.03 1.7 2.1 12.3 20.1 2.3
豪州　S&P/ASX200 7,814.37 0.8 2.0 10.9 8.5 2.9
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2024年5月第4週号 （2024年5月20日発行）

■主要指標の動き■ 2024年5月17日時点（1週間前＝5月10日、3ヵ月前＝2月17日、6ヵ月前＝2023年11月17日、1年前＝5月17日） なお、休場の場合は直前の営業日のデータを使用
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指数に関する著作権等の知的財産権その他一切の権利は、当該指数の算出元または公表元に帰属します。

データは過去のものであり、将来の運用成果などを約束するものではありません。

※右表の為替ﾚｰﾄは原則としてﾆｭｰﾖｰｸの17時時点のものであり、弊社投資信託の基準価額の算定に
用いられるものと大きく異なることがあります。また、ビットコインのﾃﾞｰﾀもﾆｭｰﾖｰｸ17時時点です。

「利回り」変化のデータは、騰落率(%)ではなく、騰落幅*

（騰落率がプラスの場合は各通貨高、マイナス▲の場合は円高）

注8 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙREIT指数 ： S&PｸﾞﾛｰﾊﾞﾙREIT指数（ﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ）
注9 香港/ｵｰｽﾄﾗﾘｱREIT指数 ： S&Pの各地域/国REIT指数（ﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ、

現地通貨ﾍﾞｰｽ）注1 世界株価指数 ： MSCIｵｰﾙｶﾝﾄﾘｰﾜｰﾙﾄﾞ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､ﾈｯﾄ･ﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ）
注2 先進国株価指数 ： MSCIﾜｰﾙﾄﾞ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､ﾈｯﾄ･ﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ）
注3 先進国（除く日本）株価指数 ： MSCI-KOKUSAIｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､ﾈｯﾄ･ﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ）
注4 新興国株価指数 ： MSCIｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞ･ﾏｰｹｯﾄ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､ﾈｯﾄ･ﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ）
注5 日本国債指数 ： FTSE日本国債ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（円ﾍﾞｰｽ）
注6 先進国（除く日本）国債指数 ： FTSE世界国債ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（除く日本、米ﾄﾞﾙ･ﾍﾞｰｽ）
注7 新興国債券指数 ： JPﾓﾙｶﾞﾝ･ｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞ･ﾏｰｹｯﾂ･ﾎﾞﾝﾄﾞ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ･ﾌﾟﾗｽ（ﾍｯｼﾞなし･米ﾄﾞﾙ･ﾍﾞｰｽ）



当資料は、日興アセットマネジメントが情報提供を目的として作成したものであり、特定ファンドの勧誘資料ではありません。また、弊社ファンドの運用に何等影響を与えるものではありません。なお、掲載され
ている見解および図表等は当資料作成時点のものであり、将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。
投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額は変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。投資信託の申込み・保有・
換金時には、費用をご負担いただく場合があります。詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。 2/2

■先週の主な出来事■ （株式市場での反応を○、△、×の順で評価）

（信頼できると判断したデータをもとに日興アセットマネジメントが作成）

■今週の主な注目点■
米国では、4月30日～5月1日のFOMC(連邦公開市場委員会)の議事要旨の公表(22日)、FRB副議長や理
事、地区連銀総裁による講演等、さらに、4月の中古住宅販売件数および半導体大手の決算の発表(22日)
などが予定されている。ﾕｰﾛ圏では5月のPMI(購買担当者指数)速報(23日)、日本では4月の消費者物価指
数(24日)が発表される。また、G7(先進7ヵ国)財務相･中央銀行総裁会議が23～25日に開催される。

日付
市場の

反応
国・地域 指標など（コメント）

日銀の国債買い入れの減額を受け、金融政策正常化の思惑が拡がる

日本では、日銀が定例の国債買い入れｵﾍﾟで、残存期間｢5年超10年以下｣での購入額を

前回から500億円減額し、4,250億円とした。金融政策の正常化が早まるとの憶測から、

国債利回りが上昇し、10年債では0.940%と、2023年11月以来の水準となった。株式市

場では、不動産株が売られた一方、銀行株は堅調となり、相場は小幅安となった。中国で
は、3月の全国人民代表大会(全人代)で発表された、被災地の復興支援や防災ｲﾝﾌﾗの

整備に向けた1兆元の超長期特別国債の発行について、17日に開始されると明らかにさ

れた。香港株式は上昇したが、中国本土株式は、上昇する場面もあったものの、11日に発

表された4月の金融統計や卸売物価指数が低調だったことなどから、引けでは下落した。

ﾆｭｰﾖｰｸ連銀調査の1年先の期待ｲﾝﾌﾚ率が上昇

FRB(連邦準備制度理事会)のｼﾞｪﾌｧｰｿﾝ副議長は、ｲﾝﾌﾚ率が物価目標へと下がることを

示す更なる証拠が得られるまで、政策金利を現行水準で維持することが適切だと述べた。
また、ﾆｭｰﾖｰｸ連銀の調査で、1年先の期待ｲﾝﾌﾚ率が3.3%と、5ヵ月ぶりの高い水準と

なった。欧米の国債利回りは、米消費者物価指数の発表を前にしての国債の持ち高調整
の動きなどから総じて低下したが、期待ｲﾝﾌﾚ率の上昇が伝わると、下げ幅が縮まった。欧
州株式は小動き、ﾏﾁﾏﾁとなった。米国では、半導体株の一角が買われ、ﾅｽﾀﾞｯｸ総合
指数が反発したが、主要2指数は利益確定売りなどから反落した。外国為替市場では、ﾄﾞ

ﾙが円以外の主要通貨に対して弱含みとなったが、円相場は1ﾄﾞﾙ＝156円台に下落した。

米政権、対中制裁関税の引き上げを近く発表と報じられる

米ﾊﾞｲﾃﾞﾝ政権が対中制裁関税の引き上げを14日にも発表すると報じられた。中国本土･

香港株式は、政策期待などを背景に上昇する場面もあったが、引けでは下落した。日本で
は、前日の米ﾊｲﾃｸ株高などを受け、株式相場が反発した。ただし、国債利回りの上昇が
続き、10年債では一時、0.965%と、2023年11月以来の水準となった。

卸売物価指数の前月比伸び率、4月は上振れも、3月実績が下方修正に

ﾊﾞｲﾃﾞﾝ政権は、EV(電気自動車)や半導体、太陽光ﾊﾟﾈﾙ、鉄鋼･ｱﾙﾐなどについての対

中制裁関税の引き上げを発表した。これに対し、中国商務省は、関税引き上げに断固反
対するとして、対抗措置を示唆した。また、4月の卸売物価指数の前月比の伸びが、全

体、ｺｱとも+0.5%と、予想を上回った。ただし、いずれも3月実績が▲0.1%に下方修正さ

れた。FRBのﾊﾟｳｴﾙ議長は講演で、政策金利は現行水準で当面、維持される公算が大

きく、次の動きが利上げとなる可能性は低いとの見方を改めて示した。卸売物価指数の発
表を受け、欧米の国債利回りは総じて上昇したが、米国では、同物価指数の3月実績の下

方修正などを受け、引けでは低下した。欧州株式はﾏﾁﾏﾁとなったが、米株式相場は、長
期金利の低下を受けてﾊｲﾃｸ株が買われたことなどから上昇した。

地方政府に売れ残り住宅を買い取らせる案を検討中と報じられる

低迷する不動産市場の支援に向け、全国の地方政府に売れ残り住宅を買い取らせる案が
検討されていると一部で報じられた。不動産株が買われたが、米政府による制裁関税引き
上げが嫌気されたことなどから、中国本土株式は続落した。香港市場は休場だった。

消費者物価指数、小売売上高とも伸びが鈍化

4月の消費者物価指数は、全体で前年同月比+3.4%と、3ヵ月ぶりに伸び率が鈍化したほ

か、ｺｱでは+3.6%と、2021年4月以来の低い水準となった。同月の小売売上高は、全体

で前月比横ばい、ｺｱでは▲0.3%と、ともに予想を下回った。また、5月のﾆｭｰﾖｰｸ連銀製

造業景気指数は前月比▲1.3ﾎﾟｲﾝﾄの▲15.6と、予想に反して低下した。米国だけでなく、

欧州でも利下げ観測が強まり、欧米の国債利回りが低下した。欧州株式は、 (右上に続く)

5月
13日

（月）

○ 米国

× ｱｼﾞｱ

14日

（火）

15日

（水）

米国△

× ｱｼﾞｱ

○ 米国

中国○

(左下より続く) 企業決算が好感されたことにも支えられて上昇し、ｽﾄｯｸｽ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ600指

数や、英･独・仏の主要指数が 高値を更新した。米国でも、ﾊｲﾃｸ株などを中心に株式
相場が続伸し、主要3指数が揃って 高値を更新した。外国為替市場ではﾄﾞﾙが売られ、

円相場は154円台に上昇した。

1-3月期のGDPは2四半期ぶりのﾏｲﾅｽ成長、前期実績は横ばいに下方修正

1-3月期のGDP速報値は前期比年率▲2.0%と、2四半期ぶりのﾏｲﾅｽ成長となり、予想

も下回った。認証不正の発覚に伴なう一部自動車ﾒｰｶｰでの大幅減産のほか、個人消費
が前期比▲0.7%と、予想を下回り、15年ぶりの4四半期連続減となったことなどが影響し

た。また、2023年10-12月期実績が年率+0.4%から横ばいに下方修正された。ただし、

前日の米株高が好感され、半導体関連株などをけん引役として株式相場は上昇した。

一部の経済指標や地区連銀総裁の発言など受け、長期金利が上昇

4月の住宅着工件数は前月比+5.7%の年率136.0万戸と、予想を下回ったほか、住宅

建設許可件数は▲3.0%の年率144.0万戸と、予想に反して減少し、2022年12月以来の

低い水準となった。また、4月の鉱工業生産は前月比横ばい、5月のﾌｨﾗﾃﾞﾙﾌｨｱ連銀景

気指数は前月比▲11.0ﾎﾟｲﾝﾄの4.5と、ともに予想を下回った。一方、11日までの週の新

規失業保険申請件数が22.2万件と、前週比で1万件減少(改善)したほか、4月の輸入物

価指数は前月比+0.9%と、予想を上回り、2022年3月以来の高い伸びとなった。さらに、

地区連銀総裁から、景気抑制的な現行の政策金利を維持すべきとの発言が相次いだこ
ともあり、欧米の国債利回りが上昇した。また、欧米株式相場は反落した。外国為替市場
ではﾄﾞﾙが買われ、円相場は155円台に下落した。

地方政府による売れ残り住宅の買い取りなど、不動産市場対策を発表

中国政府が不動産市場対策を発表し、地方政府が売れ残り住宅を買い取り、安価な住
宅に転換して提供するとしたほか、未完成住宅の建設を進める方針を示した。また、中国
人民銀行(中央銀行)は、売れ残り住宅の購入支援に向けた低利資金供給制度の新設

や、住宅ﾛｰﾝ金利の下限の撤廃および頭金比率の引き下げなどを発表した。不動産株
や金融株が買われるなど、中国本土･香港株式が上昇した。中国景気の先行きについて
楽観的な見方が拡がり、原油や金の先物も買われた。なお、4月の鉱工業生産は前年

同月比+6.7%と、予想以上に伸びが高まったが、小売売上高は+2.3%と、予想に反して

伸びが鈍化した。同月の新築住宅価格は前月比▲0.6%と、2014年11月以来の大きな

低下率となった。また、1-4月累計の都市部固定資産投資は前年同期比+4.2%と、予想

に反して伸びが鈍化、不動産投資は▲9.8%と、予想を上回る落ち込みとなった。

欧米の金融当局者から利下げに慎重な発言が相次ぐ

ECB(欧州中央銀行)のｼｭﾅｰﾍﾞﾙ理事が、同行による6月の利下げは適切かもしれない

が、その後については慎重なｱﾌﾟﾛｰﾁをとるべきだとの見解を示した。米国では、FRBのﾎﾞ

ｳﾏﾝ理事が、政策金利を現行水準で維持すれば、いずれｲﾝﾌﾚ圧力は後退するとの見
解を示した一方で、ｲﾝﾌﾚ抑制の進展が停滞ないし反転すれば、追加利上げを行なう用
意があると述べた。欧米の国債利回りが上昇した。また、欧州株式は総じて続落した。米
国では、ﾊｲﾃｸ株が売られ、ﾅｽﾀﾞｯｸ総合指数は続落したが、景気敏感株などをけん引
役に主要2指数は続伸し、ﾆｭｰﾖｰｸ･ﾀﾞｳ工業株30種が終値で初の4万ﾄﾞﾙ乗せとなった。

×

16日

（木）

欧米

△ 日本

× 米国

○ 中国

17日

（金）


